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日本製罐株式会社
上記事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、書面
交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりませ
ん。なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、
株主の皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を
一律でお送りいたします。

電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項

第121期（2025年４月１日～2026年３月31日）
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主要な事業内容、主要な営業所及び工場、使用人の状況

事　業　区　分 製　品　分　類 主要な製品・事業内容

金属缶製造販売事業

18　Ｌ　缶 　主に塗料・化学・食糧・油糧用18Ｌ缶

美　術　缶 　主に粉乳缶・家庭用塗料缶

そ　の　他 　缶の付属品等及び製缶設備の販売

不 動 産 賃 貸 事 業 　テナント事務所・駐車場の賃貸

主要な事業内容（2026年3月31日現在）

　当社及び子会社（新生製缶株式会社）は、金属缶の製造、販売を主たる事業と
しており、これに加え当社は不動産賃貸事業を行っております。

名　　称 所　在　地

当　　社 本社及び本社工場 さいたま市北区

新生製缶株式会社
本社及び本社工場 大阪市大正区

伊丹工場 兵庫県伊丹市

主要な営業所及び工場（2026年3月31日現在）

事　業　部　門 使　用　人　数 前連結会計年度末比増減

1 8  Ｌ  缶　部　門 77（25）名 16名減（1名減）

美　術　缶　部　門 42（14）名 8名減（4名減）

間　 接　 部　 門 70（12）名 —

計 189（51）名 24名減（5名減）

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

102（19）名 26名減（—） 44.7歳 14.5年

使用人の状況（2026年3月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、パートおよび嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で
記載しております。

②　当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、パートおよび嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で
記載しております。

－ 1 －
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主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

借入先 借入額
株式会社みずほ銀行 411百万円
株式会社池田泉州銀行 407百万円
株式会社埼玉りそな銀行 282百万円

主要な借入先の状況（2026年3月31日現在）

その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。

－ 2 －
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株式の状況

⑴　発行可能株式総数 4,900,000株

⑵　発行済株式の総数 1,392,000株

⑶　株主数 952名

株主名 持株数 持株比率
伊藤忠丸紅鉄鋼株式会社 156千株 11.53％
株式会社みみっく 131千株 9.72％
日本製鉄株式会社 105千株 7.76％
日罐取引先持株会 92千株 6.83％
馬場　敬太郎 58千株 4.34％
長嶺　麻奈 52千株 3.86％
松井証券株式会社 49千株 3.64％
株式会社中央ビル 46千株 3.41％
前田　慶和 40千株 2.99％
株式会社みずほ銀行 36千株 2.71％

株式数 交付対象者数
取締役（社外取締役除く） 15,700株 1名

株式の状況（2026年3月31日現在）

⑷　大株主（上位10名）

(注）持株比率は自己株式（38,645株）を控除して計算しております。

⑸　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交
付した株式の状況

(注）1.当社の株式報酬の内容につきましては、事業報告「２.会社役員の状況(3)取締役お
よび監査役の報酬等」に記載しております。
2.上記は退任した会社役員に対して交付された株式であります。

－ 3 －
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新株予約権等の状況

名称
（発行決議日）

役員の保有状況 目的となる
株式の種類
及び数

行使時の
払込金額 行使期間取締役

（社外取締役
を除く）

監査役
（非常勤監査役
を除く）

第８回新株予約権
（2020年10月30日）

17個
（1名） － 当社普通株式

1,700株
１株当たり
１円

2020年11月16日～
2050年11月15日

第９回新株予約権
（2021年11月１日）

14個
（1名） － 当社普通株式

1,400株
１株当たり
１円

2021年11月16日～
2051年11月15日

第10回新株予約権
（2022年10月31日）

16個
（1名） － 当社普通株式

1,600株
１株当たり
１円

2022年11月15日～
2052年11月14日

第12回新株予約権
（2024年11月５日）

33個
（1名） － 当社普通株式

3,300株
１株当たり
１円

2024年11月20日～
2054年11月19日

第13回新株予約権
（2025年10月27日）

58個
（2名） － 当社普通株式

5,800株
１株当たり
１円

2025年11月11日～
2055年11月10日

新株予約権等の状況
当事業年度末日において当社役員が保有する職務執行の対価として交付された新
株予約権の状況

(注）1. 当社は、株主重視の経営意識を一層促進することを目的として、役員退職慰労金にかわ
る制度として株式1株当たりの行使価格を1円とする株式報酬型ストック・オプションの
ための新株予約権の発行を取締役会で決議しております。

2. 権利行使期間は記載の期間内で、当社取締役、監査役の地位を喪失した日の翌日から10
日以内とし（死亡退任のときを除く）、行使にあたっては発行された新株予約権を一括
してのみ行使することができるものとしております。
上記新株予約権の行使に際しては、自己株式を充当する予定であり、発行済株式の総数
は増加しない見込みです。

3. 社外取締役および非常勤監査役には新株予約権を付与しておりません。

－ 4 －
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会社役員の状況

氏名 退任日 退任事由 退任時の地位・担当及び
重要な兼職の状況

土　屋　　昭　雄 2025年６月27日 任期満了 常務取締役

立　花　　俊　浩 2025年６月27日 任期満了
取締役

伊藤忠丸紅鉄鋼株式会社
執行役員　鋼材第二本部長

土　方　　俊　幸 2025年６月27日 辞任 常勤監査役

取締役会（12回開催） 監査役会（14回開催）
出席回数 出席率 出席回数 出席率

取締役　宮　入　小夜子 12回 100％ ― ―
取締役　塔　下　辰　彦 12回 100％ ― ―
取締役　中　川　泰　三 10回/10回 100％ ― ―
監査役　近　藤　浩　志 10回/10回 100％ 12回/12回 100％
監査役　関　根　俊　行 12回 100％ 14回 100％
監査役　宮　下　幸　正 12回 100％ 14回 100％

当事業年度中に退任した取締役及び監査役

社外役員に関する事項
①　他の法人等との兼職状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役宮入小夜子氏は、株式会社スコラ・コンサルト パートナー、開智国
際大学名誉教授・客員教授、KHネオケム株式会社社外取締役、東洋エンジ
ニアリング株式会社の社外取締役を兼務しております。当社と各兼職先との
間には特別の関係はありません。

・取締役塔下辰彦氏は、NTN株式会社の社外取締役を兼務しております。当社
と兼職先との間には特別の関係はありません。

・取締役中川泰三氏は、伊藤忠丸紅鉄鋼株式会社の執行役員経営管理本部長代
行(兼)内部統制推進室長を兼務しております。同社は当社の大株主であり、
当社の鋼材仕入窓口の商社であります。

・監査役関根俊行氏は、税理士法人関根会計の代表社員副所長を兼務しており
ます。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

②　当事業年度における主な活動状況
・取締役会及び監査役会への出席状況

(注）1. 出席率は当事業年度、当該取締役及び監査役がそれぞれ出席すべき取締役会・監査役会
の回数により算出しております。
上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第25条の規定に基づ
き、取締役会決議があったものとみなす書面決議が6回ありました。

2. 取締役中川泰三氏、監査役近藤浩志氏は、2025年6月27日開催の第120期定時株主総会

－ 5 －
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会社役員の状況

において新たに選任されたため、取締役会及び監査役会の出席回数が他の社外取締役、
社外監査役と異なります。
なお、取締役中川泰三氏、監査役近藤浩志氏の就任後の取締役会の開催回数は10回、
監査役会の開催回数は12回であります。

・取締役会における発言状況
取締役中川泰三氏、監査役宮下幸正氏は永年培ってきたビジネス経験をもと
に、取締役塔下辰彦氏、取締役宮入小夜子氏、監査役近藤浩志氏は長年に亘
る業務経験を社外出身の立場から、監査役関根俊行氏は税理士としての専門
的見地から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・
提言を行っております。

・監査役会における発言状況
監査役近藤浩志氏、監査役宮下幸正氏は各々永年に亘るビジネス経験、監査
役関根俊行氏は税理士としての経験をもとに、大所高所から企業統治強化に
資する発言を行っております。

・社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要
社外取締役である宮入小夜子氏、塔下辰彦氏、中川泰三氏は豊富な経験と幅
広い知識に基づき、経営の監督と経営全般への助言など社外取締役に求めら
れる役割・責務を十分に発揮しております。
当事業年度に開催された指名・報酬委員会において役員の人事、報酬の審議
に携わり、また取締役会では客観的な立場から助言・提言を頂いておりま
す。

－ 6 －
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会計監査人の状況

報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 27,000千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 27,000千円

会計監査人の状況

(1)　名称　　　　　　　　　東邦監査法人

(2)　報酬等の額

(注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に
基づく監査の監査報酬額を明確に区分しておらず、実質的に区分できませんので、当該
事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しておりま
す。

2. 監査役会は、会計監査人の職務執行状況や監査計画の内容等を確認し、検討した結果、
会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第1項の同意を行っております。

(3)　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

(4)　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると
判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案
の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認め
られる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この
場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におい
て、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

(5)　責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。

－ 7 －
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況、会社の支配に関する基本方針

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(1)　内部統制システム構築に関する基本方針
　会社の業務の適正を確保するための体制の整備に関する取締役会決議の内容の
概要（「内部統制システム構築に関する基本方針」）は以下のとおりです。（最
終改定　2026年4月30日）

1.法令等遵守体制
(1)社内における法令等遵守体制をより明確化し、コンプライアンス尊重の意識
を組織の隅々にまで浸透させる。
そのために、取締役及び執行役員を含む経営陣全員がコンプライアンスを率先垂
範するとともに、コンプライアンス研修を実施し、「コンプライアンスポリシー
（企業行動基準）」、「コンプライアンス・マニュアル」の定期的な周知を含
め、役職員のコンプライアンス意識の高揚及びコンプライアンス知識の充実を図
る。
(2)取締役会によって取締役、執行役員等の職務の執行を監督するとともに、コ
ンプライアンス担当役員（取締役）を中心にコンプライアンス体制を整備する。
(3)「職務分掌規程」、「職務権限・責任規程」等により、職務の範囲や権限と
責任を定め、適切な牽制が機能する体制とする。
(4)企業の社会的責任を十分認識し、反社会的勢力に対して毅然とした態度で臨
み、不当・不法な要求には応じず、一切の関係を遮断する。
(5)法令等に適合することを確認、確保するため、内部監査室による監査を定期
的に行う。

2.情報管理体制
(1)取締役の職務執行に係る情報については、文書管理規程に基づき適正に管理
するとともに、関連資料を含め所定の期間保管する。
(2)上記の保管された文書・情報等は、必要に応じて閲覧可能な状態を維持す
る。

3.リスク管理体制
(1)リスク管理規程に基づき、事業上・業務上のリスクを認識し、リスクの評
価・管理等を行い、リスク管理フォロー表を作成して、四半期毎に取締役会に報
告する。尚、重要リスクについては子会社のリスクも含める。
(2)認識されたリスクに対しては、必要な対策を柔軟に講ずること等によりリス
クの低減等を図る。
(3)自然災害・パンデミック等の事業活動上の重大な事態が発生した場合には、

－ 8 －
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況、会社の支配に関する基本方針

「BCP事業継続計画」等に則り迅速な対応を行うことにより損失・被害を最小限
にとどめる。

4.職務の効率性確保体制
(1)経営計画を定め、会社として達成すべき目標を明確化するとともに、目標達
成のために活動し、その進捗状況の管理を行う。
(2)執行役員制度を設けることにより取締役数を少数とし、取締役会は経営上の
重要な意思決定を迅速・的確に行うとともに、業務執行取締役及び執行役員等の
モニタリングも行う。
(3)経営会議規程で定める経営会議を毎月開催し、業務執行上の重要事項につい
て審議し、報告・検討を行う。

5.企業グループにおける業務の適正の確保体制
(1)「子会社管理規程」に基づき子会社を管理する体制とする。
(2)当社の取締役の少なくとも１名は、子会社の取締役を兼務する。
(3)子会社の取締役または執行役員は、当社の取締役会または経営会議の求めに
応じて、当社の取締役会または経営会議に出席し重要事項の報告を行う。
(4)社内通報制度（ホットライン）の窓口を当社及び子会社の共用にするととも
に、通報を行った者が当該報告をしたことを理由に不利益な取扱いを受けないこ
とを確保する体制とする。
(5)「コンプライアンスポリシー」、「コンプライアンス・マニュアル」等を子
会社の従業員等に周知する。
(6)内部監査室は「内部監査規程」に則り子会社の監査を行う。

6.監査役監査体制
(1)監査役を補助すべき使用人が必要となったとき、使用人の選定については監
査役会の事前の同意を得るものとし、また当該期間の人事管理については監査役
会に委ねる。
(2)前項の使用人に対する指揮命令は監査役に帰属し、当該使用人が必要な調査
や情報収集に協力する体制を確保する。
(3)取締役及び使用人は、会社に重大な損失を与える事項が発生し、または発生
する恐れがあるとき、役職員による違法または不正な行為を発見したとき、その
他監査役会が報告すべきものと定めた事項が生じたときは監査役に報告する。
(4)監査役が経営会議その他社内会議に出席し、経営上の重要情報について適時
報告を受けられる体制とするとともに、重要な稟議書等は都度監査役に回覧す
る。また、監査役が必要と判断したときは、いつでも当社の取締役及び使用人
等、並びに子会社の取締役及び使用人等に対して報告を求めることができる。
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(5)監査役に報告を行った者が、当該報告をしたことを理由として不利益な取扱
いを受けないことを確保する体制とする。
(6)内部通報窓口は、社内通報制度の通報状況について速やかに監査役に報告を
行う。
(7)通常の監査費用は毎期の監査計画等の中で予算化し、緊急の監査費用は個別
に監査役会の承認を得て、前払や償還の請求がされたものについては当社が負担
する。
(8)監査役が代表取締役に対する独立性を保持しつつ監査を実施できる体制とす
るとともに、代表取締役と監査役は定期的または必要に応じ意見交換を図る。
(9)内部監査室長は監査役会に定期的に出席すること等により、取締役及び使用
人等の業務の適法性・妥当性について監査役が報告を受けることができる体制と
する。

7.財務報告の信頼性確保体制
金融商品取引法その他関係法令及び「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の
基準」に則して、財務諸表等が適正に作成される内部統制システムを整備・運用
し、信頼性のある財務諸表を外部に開示する。

(2)　内部統制システムの運用状況
　本事業年度の運用状況は以下のとおりです。尚、当連結会計年度において、内
部統制システムの構築・運用状況の評価結果による重大な事項はございません。
1.コンプライアンス
　コンプライアンスに係るモニタリング、施策の企画・立案等を行うコンプライ
アンス委員会を年２回開催しております。
　また、管理職を対象に毎月、コンプライアンス研修会を実施しております。

2.情報の管理
　重要な会議の議事録等、取締役の職務の執行に係る情報を含む重要な文書等
は、文書管理規程に従い、適切に保存・管理を行っています。

3.リスク管理
　業務プロセスごとにリスクを識別し、四半期ごとのPDCAを行っています。取
締役会にはその内容が報告され、重要なリスクについての対応を検討していま
す。
　また、内部監査室は監査役会及び監査法人と連携を図っており、取締役会にて
報告を図るデュアルレポーティングラインを構築しております。
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4.職務執行の効率性の確保
　執行取締役及び部室長が出席する経営会議を毎月開催し、業務執行の重要事項
及び経営計画について検討し、取締役会においては、より重要事項に絞って審議
し、効率的な意思決定及び監督を行っています。

5.子会社を含めた内部統制
　子会社役員（当社の取締役が兼務）が、当社取締役会及び経営会議にて子会社
に係る報告を行い、重要な事項について審議しました。また、内部通報制度の窓
口は当社および子会社共通のものとし、その四つある窓口のうち一つは当社監査
役が担っています。

6.監査役監査の実効性確保
　監査役は会計監査人及び内部監査室との連携を図り、内部統制システム全般を
監視し、より実効的な業務運営等について助言を行っており、執行側はその助言
に基づき都度改善を図っております。また、代表取締役をはじめ他の執行取締役
は監査役会に出席し、監査役との意見交換等を行うとともに、適宜意思疎通を図
っています。

7.財務報告の信頼性の確保
　金融商品取引法に基づく内部統制監査を会計監査人と連携しつつ適正に実施し
ています。

会社の支配に関する基本方針
　該当事項はありません。
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剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、企業価値の継続的向上を図るとともに、株主の皆様に対する利益還元
を経営の重要課題のひとつと位置付けており、財務体質の強化と今後の事業展開
に必要な内部留保の充実を勘案し、安定した配当政策を実施することを基本方針
としています。
　今後も、中長期的な視点にたって経営資源を投入することにより、持続的な成
長と企業価値の向上ならびに株主価値の増大に努めてまいります。
　当事業年度の期末配当金につきましては、１株につき20円とさせていただき
ます。
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連結株主資本等変動計算書

(単位：千円)
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当期首残高 738,599 245,373 2,243,942 △79,272 3,148,642
当期変動額
剰余金の配当 △26,753 △26,753
親会社株主に帰属す
る当期純損失（△） △346,736 △346,736

自己株式の取得 －
自己株式の処分 △6,790 22,890 16,100
自己株式処分差損の振替 6,790 △6,790 －
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） －

当期変動額合計 ― ― △380,279 22,890 △357,388
当期末残高 738,599 245,373 1,863,662 △56,381 2,791,253

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配株主

持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 920,445 920,445 25,087 925,814 5,019,990
当期変動額
剰余金の配当 △26,753
親会社株主に帰属す
る当期純損失（△） △346,736

自己株式の取得 －
自己株式の処分 16,100
自己株式処分差損の振替 －
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 165,048 165,048 △6,275 35,062 193,834

当期変動額合計 165,048 165,048 △6,275 35,062 △163,553
当期末残高 1,085,494 1,085,494 18,812 960,876 4,856,436

連結株主資本等変動計算書
（2025年4月1日から2026年3月31日まで）

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項
　　連結子会社の数　　　　　　１社
　　連結子会社の名称　　　　　新生製缶株式会社

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(3) 会計方針に関する事項
　①重要な資産の評価基準及び評価方法
　　イ．有価証券
　　　・その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
　定）を採用しております。
市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法を採用しております。

　　ロ．棚卸資産
　　　　商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品
　　　　　当社は総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの
　　　　　方法）、連結子会社は主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の
　　　　　低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。
　②重要な減価償却資産の減価償却方法
　　イ．有形固定資産（リース資産を除く）
　　　当社は主として定率法を、子会社は主として定額法を採用しております。

ただし、当社の賃貸建物、構築物及び1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設
備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、
定額法を採用しております。
耐用年数及び残存価額については、主として法人税法に規定する方法と同一の基準によっ
ております。なお、機械及び装置の一部については、経済的耐用年数に基づく見積耐用年
数を適用しております。

　　ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
　　　定額法を採用しております。
　　　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ
　　　いております。
　　ハ．リース資産
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
　③重要な引当金の計上基準
　イ．貸倒引当金　　　　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に
　　　　　　　　　　　　　より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
　　　　　　　　　　　　　勘案し、回収不能見込額を計上しております。
　ロ．賞与引当金　　　　　従業員の賞与支給に備えて、賞与支給見込額のうち当連結会計年
　　　　　　　　　　　　　度に負担すべき額を計上しております。

　④退職給付に係る会計処理の方法
　　従業員の退職給付に備えるため、簡便法を適用して計算した当連結会計年度末における退職

給付債務に基づき計上しております。
　⑤収益及び費用の計上基準
　　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義
　　務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のと
　　おりであります。
　　金属缶製造販売事業において、主に18Ｌ缶並びに美術缶の製造及び販売を行っております。
　　このような商品及び製品の販売については、顧客に商品及び製品それぞれを引き渡した時点
　　で収益を認識しております。
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有形固定資産 15,652千円
無形固定資産 －千円
　　減損損失 15,652千円

建物及び構築物 517,928千円
土地 532,996千円
　　　　　　　計 1,050,925千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 13,692,510千円

用途 場所 種類 減損損失（千円）
金属缶製造販売事業 埼玉県さいたま市 機械装置及び

工具器具備品 15,652

　　これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概ね6ヶ月
　　以内に回収しており、重大な金融要素は含んでおりません。

2．会計上の見積りに関する注記
(1)  繰延税金資産の回収可能性
　・当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　　繰延税金資産　155,645千円
　　なお、繰延税金資産は繰延税金負債と相殺前の金額を表示しております。
　・その他の情報
　　繰延税金資産の計上額は、翌期の予算を含む将来の収支見通しに基づく課税所得の発生時期

及び金額により見積もっております。当該見積りは、将来の経済環境の変化等により影響を
受けるため、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りから乖離した場合、翌連結会
計年度の連結計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性がありま
す。

(2) 固定資産の減損損失
　・当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　・その他の情報
　　　当社グループは、継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分（製造部門別単位）

で資産をグルーピングし、減損の兆候の判定、減損損失の認識の判定を行っております。減
損の兆候を識別した場合、割引前将来キャッシュ・フローを見積り、割引前将来キャッシ
ュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額しており
ます。なお、回収可能価額は正味売却価額または使用価値により算定しております。

　　　当連結会計年度における日本製罐の金属缶製造販売事業において、継続した営業赤字を計
上した部門があることから、減損の兆候が認められ、減損損失の認識の要否の判定を行って
おります。判定の結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回ったことか
ら減損損失を認識しております。

　　　減損損失の測定にあたり、回収可能価額として時価から処分費用見込額を控除して算定し
た正味売却価額を用いております。正味売却価額の基礎となる時価の算定には評価技法、仮
定の選択に専門的知識を必要とし、また、経営者の判断を伴います。今後の経営環境等の変
化により正味売却価額に重要な下落が生じ、追加又は新たな減損損失の計上が必要となった
場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があります。

3．連結貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産

上記の担保物件に対応する債務は、短期借入金120,000千円、長期借入金942,403千円(１年以
内返済予定額を含む)であります。

4．連結損益計算書に関する注記
　・減損損失
　　当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

　　当社グループは、原則として、事業用資産については管理会計上の区分を基準としてグル
　ーピングを行っており、遊休資産については個別ごとにグルーピングを行っております。
　　事業用資産については、収益性が低下し投資額の回収が見込めなくなったことから、帳簿
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株式の種類 当連結会計年度の
期首株式数

当連結会計年度の
増加株式数

当連結会計年度の
減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 1,392,000株 －株 －株 1,392,000株

株式の種類 当連結会計年度の
期首株式数

当連結会計年度の
増加株式数

当連結会計年度の
減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 54,345株 －株 15,700株 38,645株

　決議 株式の
　種類 配当の原資 配当金の総額

(千円)
1株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2025年6月27日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 26,753 20.0 2025年3月31日 2025年6月30日

 　 決議予定 株式の
　種類 配当の原資 配当金の総額

(千円)
1株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2026年6月29日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 27,067 20.0 2026年3月31日 2026年6月30日

①新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式
②新株予約権の目的となる株式の数 20,600株
③新株予約権の事業年度末残高 18,812千円

　価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。
　　なお、回収可能価額は、鑑定評価額に基づき算定した正味売却価額により測定しております。

5．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の総数に関する事項

(2) 自己株式の数に関する事項

（注）自己株式の数の減少は、新株予約権行使によるものであります。

(3) 剰余金の配当に関する事項
　①配当金支払額等

　②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度となるもの

(4) 新株予約権に関する事項

6．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項
　①金融商品に対する取組方針

　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しており
ます。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行
借入により調達しております。

　②金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されており
ます。投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リス
クに晒されております。営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、そのほとん
どが４ヶ月以内の支払期日であります。借入金は、設備投資に係る資金調達並びに営業過程
に係る運転資金であり、償還日は最長で決算日後12年であります。このうち一部は金利の変
動リスクに晒されております。

　③金融商品に係るリスク管理体制
・信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、与信管理規程及び経理規程に従い、営業債権について主要な取引先の
状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、取引
信用保険付保に加え、大口客先並びに付保対象先については取締役会に報告し、財務状況
等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

・市場リスク（金利等の変動リスク）の管理
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連結注記表

連結貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）
(1)　投資有価証券 1,877,693 1,877,693 －
(2)　長期借入金 2,330,969 2,317,638 △13,330

（1年内返済予定の長期借入金を含む）

　区分 　　連結貸借対照表計上額（千円）
非上場株式 31,852

区分 時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 1,877,693 － － 1,877,693

区分 時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 2,317,638 － 2,317,638

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握
し、また、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

・資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
　当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新
するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

　④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算
定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた
め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次
のとおりであります。

(注) １.「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「電子記録債権」、「支払手形及び買
掛金」、「電子記録債務」、「短期借入金」については、短期間で決済されるため時価
が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

(注) ２.市場価格のない株式等は、「⑴投資有価証券」には含めておりません。当該金融商品
の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下
の3つのレベルに分類しております。
レベル1の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格によ
り算定した時価

レベル2の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル1のインプット以外
の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル3の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ
ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価
を分類しております。

①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
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連結注記表

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末
の時価（千円）当連結会計年度

期首残高（千円）
当連結会計年度
増減額（千円）

当連結会計年度
末残高（千円）

504,506 57,168 561,675 2,040,000

（単位：千円）
報告セグメント

合計
金属缶製造販売事業 不動産賃貸事業

売上高
18Ｌ缶 8,776,711 － 8,776,711
美術缶 2,054,580 － 2,054,580
その他 447,037 － 447,037
顧客との契約から生じる収益 11,278,329 － 11,278,329
その他の収益 － 163,917 163,917
外部顧客への売上高 11,278,329 163,917 11,442,246

　　投資有価証券
　　　上場株式の時価は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引され
　　　ているため、その時価をレベル1の時価に分類しております。
　　長期借入金（1年内返済予定の長期借入金を含む）
　　　長期借入金のうち、変動金利によるものの時価は、短期間で市場金利を反映し、また、当
　　　社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると
　　　考えられるため、当該帳簿価額によっており、レベル2の時価に分類しております。
　　　また、固定金利によるものの時価は、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の元利金
　　　の合計額を同様の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算定しており、レ
　　　ベル2の時価に分類しております。

7．賃貸等不動産に関する注記
(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社は、埼玉県さいたま市において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む）を有しており
　ます。当連結会計年度における賃貸等不動産に関する損益は、83,641千円であります。

(2) 賃貸等不動産時価に関する事項

(注) １. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
(注) ２. 当連結会計年度増減額のうち、主な増加額はテナント屋根防水工事・外壁更新工事

(97,000千円)、減少額は減価償却(39,831千円）であります。
(注) ３. 当連結会計年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価額に基づく

金額であります。

8．収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報
　　  主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

（注）「その他の収益」は、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の範囲に含ま
　　　 れる不動産賃貸収入です。
(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「1.連結計算書類作成の
　　ための基本となる重要な事項に関する注記等（3）会計方針に関する事項　⑤収益及び費用
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連結注記表

当連結会計年度（千円）
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 3,624,862
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 3,560,126

(1) １株当たり純資産額 2,864円55銭
(2) １株当たり当期純損失(△) △257円12銭

　　の計上基準」に記載のとおりであります。
(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
　　顧客との契約から生じた債権の残高

9．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記
　　該当事項はありません。
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貸借対照表

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部
科　　　　目 金　　　　額 科　　　　目 金　　　　額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原材料及び貯蔵品
前 払 費 用
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
長 期 前 払 費 用
そ の 他　

3,588,888
1,328,197

1,155
730,440
723,407
107,134
68,763
493,622
17,943
48,471
72,661
△2,910

5,813,177
2,710,050
1,708,894
15,654
206,438
1,430
14,106
165,171
597,132
1,222
52,724
577

52,047
99

3,050,402
1,782,104
1,260,549

750
4,118
2,879 　

流 動 負 債 2,875,902
買 掛 金 1,690,015
短 期 借 入 金 120,000
1年内返済予定の長期借入金 739,478
未 払 金 53,487
未 払 費 用 65,760
未 払 事 業 所 税 18,236
預 り 金 12,768
賞 与 引 当 金 40,491
リ ー ス 債 務 120,792
そ の 他 14,870

固 定 負 債 2,348,960
長 期 借 入 金 1,006,637
繰 延 税 金 負 債 494,074
長 期 預 り 金 42,841
退 職 給 付 引 当 金 217,549
リ ー ス 債 務 532,489
資 産 除 去 債 務 12,000
そ の 他 43,367
負 債 合 計 5,224,862

純　　資　　産　　の　　部
株 主 資 本 3,082,562
資 本 金 738,599
資 本 剰 余 金 245,373
資 本 準 備 金 245,373
利 益 剰 余 金 2,154,972
利 益 準 備 金 157,500
その他利益剰余金 1,997,472
別 途 積 立 金 1,395,866
土地圧縮積立金 22,762
固定資産圧縮積立金 213,579
繰越利益剰余金 365,263

自 己 株 式 △56,381
評価・換算差額等 1,075,828
その他有価証券評価差額金 1,075,828
新 株 予 約 権 18,812
純 資 産 合 計 4,177,202

資 産 合 計 9,402,065 負債・純資産合計 9,402,065

貸借対照表
（2026年3月31日現在）

(単位：千円)

(注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 20 －



2026/05/21 18:47:08 / 25300719_日本製罐株式会社_招集通知

損益計算書

科　　　　目 金　　　　額
売 上 高 5,707,171

売 上 原 価 5,291,282

売 上 総 利 益 415,888

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 799,140

営 業 損 失 （ △ ） △383,251

営 業 外 収 益 56,203

受 取 利 息 600

受 取 配 当 金 40,527

業 務 受 託 手 数 料 10,376

そ の 他 4,699

営 業 外 費 用 28,935

支 払 利 息 25,541

支 払 手 数 料 1,085

そ の 他 2,309

経 常 損 失 （ △ ） △355,984

特 別 利 益 144,089

固 定 資 産 売 却 益 1,754

投 資 有 価 証 券 売 却 益 142,334

特 別 損 失 95,020

固 定 資 産 除 却 損 18,932

減 損 損 失 15,652

工 場 閉 鎖 損 失 60,435

税 引 前 当 期 純 損 失 （ △ ） △306,915

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,349

法 人 税 等 調 整 額 71,956

当 期 純 損 失 （ △ ） △381,221

損益計算書
（2025年4月1日から2026年3月31日まで）

(単位：千円)

(注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(単位：千円)
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計別途積立金 土地圧縮

積立金
固定資産
圧縮積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 738,599 245,373 ― 245,373 157,500 1,395,866 22,762 226,999 766,609 2,569,737
当期変動額
当期純損失(△) △381,221 △381,221
固定資産圧縮
積立金の取崩 △13,419 13,419 ―

剰余金の配当 △26,753 △26,753
自己株式の取得
自己株式の処分 △6,790 △6,790
自己株式処分
差損の振替 6,790 6,790 △6,790 △6,790

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当期変動額合計 ― ― ― ― ― ― ― △13,419 △401,345 △414,764
当期末残高 738,599 245,373 ― 245,373 157,500 1,395,866 22,762 213,579 365,263 2,154,972

株主資本 評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計自己株式 株主資本

合計 その他有価証券評価差額金

当期首残高 △79,272 3,474,436 912,959 25,087 4,412,483
当期変動額
当期純損失(△) △381,221 △381,221
固定資産圧縮
積立金の取崩 ― ―

剰余金の配当 △26,753 △26,753
自己株式の取得 ― ―
自己株式の処分 22,890 16,100 16,100
自己株式処分
差損の振替 ― ―

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） ― 162,868 △6,275 156,593

当期変動額合計 22,890 △391,874 162,868 △6,275 △235,280
当期末残高 △56,381 3,082,562 1,075,828 18,812 4,177,202

株主資本等変動計算書
（2025年4月1日から2026年3月31日まで）

(注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1)  資産の評価基準及び評価方法
　①有価証券の評価基準及び評価方法

イ．子会社株式　　移動平均法による原価法を採用しております。
ロ．その他有価証券
　　市場価格のない株式等以外のもの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
　定）を採用しております。

　　市場価格のない株式等
　　　　移動平均法による原価法を採用しております。
②棚卸資産の評価基準及び評価方法
　商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品
　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
　　　　を採用しております。

(2)  固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産　　　　主として定率法を採用しております。

ただし、賃貸建物、構築物及び1998年４月１日以降に取得した建物
（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物
附属設備及び構築物については定額法を採用しております。
耐用年数及び残存価額については、主として法人税法に規定する方法
と同一の基準によっております。なお、機械及び装置の一部について
は、経済的耐用年数に基づく見積耐用年数を適用しております。

②無形固定資産　　　　定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期
間（5年）に基づく定額法を採用しております。

③リース資産　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

(3)  引当金の計上基準
①貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金 従業員の賞与支給に備えて、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担
すべき額を計上しております。

③退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、簡便法を適用して計算した当事業年
度末における退職給付債務に基づき計上しております。

(4)  収益及び費用の計上基準
　　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び
　　当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであり
　　ます。
　　金属缶製造販売事業において、主に18Ｌ缶並びに美術缶の製造及び販売を行っております。
　　このような商品及び製品の販売については、顧客に商品及び製品それぞれを引き渡した時点
　　で収益を認識しております。
　　これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概ね6ヶ月
　　以内に回収しており、重大な金融要素は含んでおりません。

2．会計上の見積りに関する注記
(1)  繰延税金資産の回収可能性
　　・当事業年度の計算書類に計上した金額
　　　繰延税金資産　105,425千円
　　　なお、繰延税金資産は繰延税金負債と相殺前の金額を表示しております。
　　・その他の情報
　　　繰延税金資産の計上額は、翌期の予算を含む将来の収支見通しに基づく課税所得の発生時
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個別注記表

有形固定資産 15,652千円
無形固定資産 －千円
　　減損損失 15,652千円

建物 498,774千円
構築物 5,685千円
土地 56,939千円
　　　　　　　計 561,399千円

(2)  有形固定資産の減価償却累計額
(3)  関係会社に対する金銭債権、金銭債務は次のとおりであります。

①短期金銭債権
②短期金銭債務

10,207,797千円

69,053千円
14,583千円

(1)  関係会社との取引高
営業取引による取引高

売　上　高 658,455千円
仕　入　高 39,000千円

営業取引以外の取引高 2,746千円

株式の種類 当事業年度
期首の株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度
末の株式数

普通株式 54,345株 －株 15,700株 38,645株

　　　期及び金額により見積もっております。当該見積りは、将来の経済環境の変化等により影
　　　響を受けるため、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りから乖離した場合、翌
　　　事業年度の計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。
(2)  固定資産の減損損失
　・当事業年度の計算書類に計上した金額

　・その他の情報
　　連結計算書類「連結注記表　２.会計上の見積りに関する注記」に同一の記載をしているた
　　め、注記を省略しております。

3．貸借対照表に関する注記
(1)  担保に供している資産

上記の担保物件に対応する債務は、短期借入金120,000千円、長期借入金725,053千円(１年以
内返済予定額を含む)であります。

4．損益計算書に関する注記

  (2)  減損損失
　　 連結計算書類「連結注記表　4.連結損益計算書に関する注記」に同一の記載をしているた

め、注記を省略しております。

5．株主資本等変動計算書に関する注記
　　自己株式の数に関する事項

（注）自己株式の数の減少は新株予約権行使によるものであります。

6．税効果会計に関する注記
　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の内訳
　　繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金491,520千円であります。
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種 類 会社等の名称
資 本 金 又
は 出 資 金

(千円)
事業の
内 容

議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関 係 内 容
取引の
内容

取 引
金 額
( 千 円 )

科 目
期 末
残 高
(千円)

役員の
兼任等

事業上
の関係

法人
主要株主

伊 藤 忠 丸 紅 鉄 鋼
株 式 会 社

30,000,000
鉄鋼
商社

(直接11.53％) 有
原材料
仕入等

製品の販売 194,664 売 掛 金 18,505
ブリキ板等

の 仕 入 他
3,517,794

買 掛 金 1,550,103
未 払 金 969

種類
会社等の

名称

資本金
又は

出資金
(千円)

事業の
内容

議決権等
の所有

(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高

(千円)役員の
兼任等

事業上
の関係

子会社
新生製缶
株式会社

100,000
1 8 ℓ 缶
製造販売

直接51.00％ 有

営業取引
製品等の
販 売

658,455 売掛金 68,943

営業取引
製 品 の
仕 入 等

39,000 買掛金 14,583

営業取引
以外

システム
使用料等

1,200 未収入金 110

(1)  １株当たり純資産額 3,072円65銭
(2)  １株当たり当期純損失(△) △282円70銭

7．関連当事者との取引に関する注記
(1)  親会社及び法人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で
　　　決定しております。

(2)  関係会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）価格その他の取引条件は、市場実勢価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

8．収益認識に関する注記
　　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「1.重要な会計方針に係
　　る事項に関する注記（4）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

9．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記
　　　該当事項はありません。
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連結会計監査報告

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小　池　利　秀
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 内　田　元　司

独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書
2026年５月15日

日本製罐株式会社
取締役会　御中

東邦監査法人
東京都千代田区

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日本製罐株式会社の2025年４
月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠して、日本製罐株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該
連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示
しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査
を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査
人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社
会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び
連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して
いる。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他
の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他
の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること
にある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれて
おらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読
の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た
知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以
外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断
した場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結会計監査報告

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による
重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断
した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類
を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には
当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職
務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不
正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報
告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表
示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書
類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の
過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施
する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽
表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査
人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもの
ではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行わ
れた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどう
か、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよ
うな事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企
業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算
書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の
注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明すること
が求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい
ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性
がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計
算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適
正に表示しているかどうかを評価する。
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連結会計監査報告

・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関
する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施す
る。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査
の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査
の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理
に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えら
れる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容
可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について
報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定
により記載すべき利害関係はない。

以　　上
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会計監査報告

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小　池　利　秀
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 内　田　元　司

独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書
2026年５月15日

日本製罐株式会社
取締役会　御中

東邦監査法人
東京都千代田区

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本製罐株式会社の
2025年４月１日から2026年３月31日までの第121期事業年度の計算書類、すなわち、
貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書
（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての
重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監
査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監
査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当
監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他
の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他
の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること
にある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれてお
らず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の
過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識
との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外に
その他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断
した場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した

計算書類に係る会計監査報告
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内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作
成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該
事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職
務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正
又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告
書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の
利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断さ
れる。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の
過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施
する。
・ 　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚

偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は
監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手する。

・ 　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもの
ではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続
を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行
われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどう
か、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる
ような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継
続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計
算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類
等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明する
ことが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に
基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくな
る可能性がある。

・ 　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算
書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適
正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査
の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査
の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理
に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えら
れる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容
可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について
報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。

以    上

－ 30 －
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監　査　報　告　書

　　当監査役会は、2025年4月1日から2026年3月31日までの第121期事業年度におけ
る取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の
上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1）監査役会は、監査の方針及び計画、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執
行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針及び計画、
職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情
報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしま
した。

①　取締役会、経営会議その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職
務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を
閲覧し、本社及び工場等において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、
子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図
り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制その他株式会社及びその子会社からなる企業集団の業務の適正
を確保するために必要なものとして、会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定
める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている
体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及
び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われ
ることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監
査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を
受け、必要に応じて説明を求めました。

　　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類
（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明
細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査役会の監査報告

－ 31 －
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常勤監査役（社外監査役） 近 藤 浩 志 ㊞
監査役（社外監査役） 関 根 俊 行 ㊞
監査役（社外監査役） 宮 下 幸 正 ㊞

2．監査の結果
(1）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し
ているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な
事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、
当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につい
ても、指摘すべき事項は認められません。

(2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人東邦監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3）連結計算書類の監査結果
会計監査人東邦監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年5月19日

日本製罐株式会社  監査役会

　　　

以　上

－ 32 －
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